
 

 

 

「
第
三
者
調
査
委
員
会
設
置
条

例
」
に
対
す
る
日
本
共
産
党
の 

賛
成
討
論 

 
【議会の特別委員会の目的】 

・令和６年７月２６日に交野市に内部通報 

されたハラスメント案件 

・当該案件に関する市の対応 

・今後の再発防止に関する市の対策 

・関連例規等 

以上についての調査 

議会「職員によるハラスメント問題調査特別委員会」を設置 
 
 

市
職
員
に
よ
る
パ
ワ
ハ
ラ
問
題
に
つ
い
て
、
議
会
は
12
月
議

会
初
日
に
「
職
員
に
よ
る
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
問
題
調
査
特
別
委
員
会
」

（
以
下
、
特
別
委
員
会
）
を
設
置
し
ま
し
た
。 

 

特
別
委
員
会
（
１２
月
１６
日
）

で
は
、
ま
ず
、
市
提
案
の
「
第

三
者
調
査
委
員
会
設
置
条
例
」

を
審
議
。
「
第
三
者
調
査
委
員

会
」
は
、
弁
護
士
５
名
（
大
阪

弁
護
士
会
か
ら
推
薦
）
で
構
成

し
、
今
回
の
内
部
通
報
案
件
に

つ
い
て
、
公
正
中
立
な
立
場
で

事
実
関
係
の
究
明
や
認
定
、
再

発
防
止
の
た
め
の
提
言
等
を
求

め
る
た
め
、
市
が
設
置
す
る
も

の
で
す
。
ま
た
今
後
、
職
員
に

よ
る
不
正
な
行
為
等
が
発
生
し

た
場
合
等
も
対
象
と
し
ま
す
。 

 

「
第
三
者
調
査
委
員
会 

設
置
条
例
」
を
可
決 

市
は
、
今
回
の
内
部
通
報
案

件
に
つ
い
て
、「
市
と
し
て
の
責

任
を
明
確
に
す
る
た
め
」
と
し

て
、
市
長
・
副
市
長
（
総
務
部

担
当
）
の
給
料
月
額
を
１
割
減

額
（
２
カ
月
間
）
す
る
条
例
を

提
案
し
ま
し
た
。 

 

特
別
委
員
会
で
は
、「
第
三
者

委
員
会
か
ら
報
告
が
あ
る
ま

で
、
減
額
の
内
容
が
妥
当
か
判

断
で
き
ず
、
継
続
審
査
と
し
た

い
」
と
の
動
議
が
可
決
さ
れ
、

本
会
議
で
継
続
審
査
が
全
会
一

致
で
決
ま
り
ま
し
た
。 

 

市
長
・
副
市
長
の
給
料
減
額
は 

継
続
審
査 

 

特
別
委
員
会
で
は
、
条
例
案
の

「
職
員
」
に
市
長
な
ど
特
別
職
が

含
ま
れ
る
こ
と
を
明
記
す
る
修

正
案
を
可
決
。
日
本
共
産
党
が
提

案
し
た
「
附
帯
決
議
」
も
可
決
さ

れ
ま
し
た
。 

「
附
帯
決
議
」
は
、
第
三
者
委

員
会
か
ら
の
報
告
を
議
会
に
も

速
や
か
に
報
告
す
る
こ
と
、
市

民
に
対
し
透
明
性
あ
る
情
報
発

信
を
行
う
こ
と
な
ど
６
点
を
市

に
求
め
る
内
容
で
す
。 

２３
日
の
本
会
議
で
は
、
修
正

案
が
賛
成
多
数
で
可
決
、
附
帯

決
議
は
全
会
一
致
で
可
決
さ
れ

ま
し
た
。 

  

職員によるハラスメン

ト問題調査特別委員会        

（委員長）野口陽輔 

（副委員長）藤田茉里 

    三浦美代子 

   松永隆太 

   松村紘子 

   岡田伴昌 

   皿海ふみ 

  坂本顕 

市
役
所
の
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
相
談

や
内
部
通
報
は
こ
れ
ま
で
、
庁
内
の

み
で
処
理
さ
れ
て
お
り
、
第
三
者
・

専
門
家
の
判
断
を
受
け
ら
れ
る
体

制
づ
く
り
を
日
本
共
産
党
も
、
議
会

も
市
に
求
め
て
き
た
。 

 

今
回
の
事
案
に
対
し
、
第
三
者
委

員
会
を
設
置
し
て
、
事
実
関
係
の
調

査
や
組
織
の
あ
り
方
等
に
踏
み
込

ん
で
諮
問
す
る
こ
と
は
、
重
要
で
不

可
欠
な
対
応
と
考
え
る
。 

 

今
後
の
案
件
も
含
め
、
第
三
者
委

員
会
が
確
実
に
機
能
す
る
よ
う
、
指

針
や
要
綱
等
の
早
急
な
整
備
を
求

め
、
賛
成
す
る
。 

12月議会 

日本共産党の一般質問 

●ハラスメント対応 

●物価高騰対策 

●火葬料の高額負担 

●放課後児童会の育成活動費の 

見直し 

●多子世帯の保育料無償化 

●防災拠点整備事業 

 

議会中継 


